
環境経済学の演習問題(2008 年 12 月) 
(中央大学経済学部田中廣滋) 

 
(1)直接的な環境規制で環境の保全はこれまで実施されたのに、最近排出課税が

主張されたり、排出権市場が導入されるようになった理由はなんですか。次の 1
～3 から解答を選びなさい。 
 
1.色々の手段を動員しなければ地球環境の問題は解決困難であるから。 
2.各国は財政赤字を削減しなければならないから、市場を重視した環境政策を採

用したい。 
3.市場の政策手段には、国境の壁が無く、国際的な国家間の利害調整が簡単だか

ら。 
 
(2)直接規制と比較して排出権などの市場的な手段が支持される理由は何ですか。 
 

1.行政機関が環境対策を実施することか容易が簡単であるから。 
2.規制の失敗の要因となる情報の非対称性の問題が避けられるから。 

 3.各国は規制緩和を目指しているから小さな政府が実現されるから。 
 
 
(3)課徴金と監視が厳正に実施されなければ、市場を重視した手段はどうしてう 
まく機能しないのですか。 
  

1. 課徴金と監視が厳正に実施されなければ、課徴金を払わずに不法排出が可

能であり、一種のフリーライダーの問題が発生する。 
2. 監視と課徴金は市場の自由な運営の妨げとなり規制緩和に逆効果となり、

監視と課徴金は少ないほど良い。 
3.監視活動は市場の手段と無関係に環境対策では重要である。 

 
・ 汚染物質の排出削減量 x に関して、限界便益が－5x+500、限界費用が

2x+80 で求められるとき、最適削減量とそこでの潜在価格を求めなさい。 
     番号      1   2    3    4     5    6    7        
(4)最適削減量 50  60   70   90   120  150  200 

 (5)潜在価格  90  130  180  200  230  280  300 
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・ 将来の排出水準の目標値を定めるとき、将来世代の排出削減の限界便益が

20 パーセント割り引かれました。上の関数を用いて、最適削減量とそのと

きの、潜在価格を求めなさい。一番近い値を選びなさい。 
  
    番号     1   2   3    4    5     6     7 
(6)最適削減量 20  60  80   90   120  150  200 

 (7)潜在価格  90  130 180  200  230  280  300 
 

(8)上の(4)～(7)の数値例を比較して、次から正しいものを選びなさい。 
割引率が大きくなると、 
 1.最適削減量は大きくなる、 潜在価格は高くなる 
 2.      大きくなる       変わらない 
 3.      小さくなる       低くなる 
 4.      小さくなる       高くなる 
 

・ 汚染物質の削減に関して、削減限界費用が 50 円の企業 A と 200 円の企業

B があります。単位当たり 100 円に排出課税あるいは排出権の価格が定め

られたとき、A と B はそれぞれどのような選択をしますか。 
(9)企業 A について  
(10)企業 B について 
 

1.排出課税では、税を支払って排出を続ける。排出権市場では、排出許

可を市場で購入して排出を続ける。 
2. 排出課税では、税を支払をやめて、排出もやめる。排出権市場では、

排出許可を市場で購入して排出を続ける。 
3. 排出課税では、税を支払をやめて、排出もやめる。排出権市場では、

排出許可を市場で販売して排出をやめる。 
4.排出課税では、税を支払って排出を続ける。排出権市場では、排出許

可を市場で販売して排出をやめる。 
 
 

・ 汚染物質を排出する企業 1 と 2 に対して、排出権市場を用いた排出削減が

論じられます。この企業 1 と 2 に対してそれぞれ 50 と 60 単位の排出許可

が割り当てられています。下の図を見て、次の問いに答えなさい。 
    

(11) 排出許可の市場価格は何ですか。 
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   1. 20,  2. 30,  3. 50  4.70  5. 100 
(12)排出権市場で売買される排出許可の数量は何ですか。 
   1. 20,  2. 30,  3. 50  4.70  5. 100 
(13)排出権市場を用いることによって、社会にもたらされた経済的厚生の増加額

はいくつですか。 
   1. 0  2. 20  3. 50  4. 70  5. 100  6. 200  7. 300  8. 400  9.500 
 
                費用 価格      
 
                     企業 1 の限界費用 
 
                                    50 
        企業 2 の限界費用  30   
                  20 
 
                100     60  40    0        50   70  100 排出量     
     
 

以下の文章の空欄にあてはまる適切な語句を選びなさい。 

第一部 
 
(14)～(22)の文章 
 
直接規制によって企業による汚染が最適水準に等しくする一致させるために 

は、排出削減に関して、政策当局は社会の(14)と排出主体の(15)を一致させる必

要があります．しかし，現実には当局がそれらの値を知ることは困難です(情報

の非対称性）．そこで，課税や排出権取引といった(16)が注目されています．こ

れらの(16)が直接規制よりも好まれる根拠として，当局が(14)または(15)を知ら

なくても最適な汚染水準が達成することができることがあげられます．規制に

対応して，汚染物質排出の削減費用を(17)させるような(18)が企業に生じる可能

性もあります．このような汚染削減の(18)に対して当局が将来を見据えてどのよ

うな行動をとるのが望ましいかは難しい問題です．企業の汚染排出に関して規

制当局が完全に監視できない場合，企業の不法な排出を抑止する工夫が当局の

政策に求められます．(19)を考慮に入れながら，不法排出の(20)を上げたり、規

制を順守しない企業に対する(21)を適切に設定することで，企業に規制を順守す

 3 



る(22)をもたせる政策が必要となる。 
 
(14)から(22)までの語群 
 
1.インセンティブ 2.課徴金 3.行政費用 4.技術革新 5.経済的手段 6.限

界便益  7.限界削減費用 8.上昇 9.低下 0.発見確率 
 
(23)から(32)までの文章 
 
直接規制は各企業に対し規制基準を一律に設定させることが多いが，規制基準 
における個々の企業の限界排出費用は異なり，企業の費用負担が均一ではない． 
一方，(23)や(24)市場を活用する市場重視の(16)は，直接規制より低い費用で同 
じ規制水準の排出量に達する可能性がある。 
 
課徴金や監査は企業の不法排出により実施される．規制当局がこれらの手段を 
用いて企業に規制排出水準を遵守させるためには，企業の排出削減に関する限 
界費用と等しくなるような水準に課徴金と監視努力が設定されなければならな 
い．期待課徴金が (25)と、企業にとって最適な限界費用も (26)が、このことは 
汚染物質の削減が進むことを意味する。 
 
問い 廃棄物は一般廃棄物と産業廃棄物に分類される。産業廃棄物は広域的な地

域で処理が実施されている。産業廃棄物の最終処分場の整備について意見を述

べてください。 
 
答え最終処分場は，(27)の特質を有する一方で，公共財として，不純な利他主義

の理論を適用して論じられる．長期的には，処理施設の整備は(28)に基づいて進

められるべきであるが，現時点においても廃棄物の処理は不可欠であり，この

ため，自治体間の市場原理に基づく調整、いいかえると価格機構の利用あるい

は(29)が重要である． 
 
問い環境ネットワークの再構築で主要な論点は何ですか、具体的に述べて 
下さい。 
 
  答え 
生産や消費などの経済活動が環境に与える影響が大きいことから，市場を活用 
した方法，たとえば排出許可市場といった市場を媒介したネットワークが汚染 
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物質に関係する主体の間で形成され，相互関係が市場の価格によって制御され 
る．このような(30) が有効に機能するだけでなく，行政や市民との(31)，ある 
いは効率的なネットワークの形成が必要である．とくに，今日のように、環境問 
題が自治体など行政機関だけでは対応しきれない状況では，このような(32)が重 
要である． 
(23)から(32)までの語群―同じ記号を 2 回使用することがあります。 
 
1. 上がる 2.課税 3.環境ネットワーク  4.市場原理 5.市場ネットワーク 6.所

得移転 7.排出権 8.NIMBY 9. 連携 0.下がる 
 

第二部 

(33)から(43)までの文章 
  
・地球規模での(33)の測定と(34)の困難さ ― 気候の条件が異なる各地点で気

温からどのようにして地球全体の温度が求められるのかが明確にできない。 
  
・(35)と短期的な変動 ― 年によって気象の条件は一定でないので、短期的な

変動に目を向けることとなく、(35)を測定する必要がある。 
 
・国際的な交渉の過程 
 地球環境の問題は国際的な取組みが必要であるが、各国の利害が一定ではな

く、その発生の責任や被害の程度も異なるので、(36)などの形態で各国の合意を

得ることは困難である。 
  
・各国の影響の(37)  
 温暖化による海面上昇によって水没の危機にある諸国と高緯度に位置する陸 
の国では、温暖化の影響の深刻さは異なるし、温室効果ガスの削減の要求も現 
在多量の排出を行っている諸国に大きく求められることなり、その努力も(38) 
ではない。 
 
・ 将来に係る決定に関しては割引率が用いられる。 

 人間の行動では、将来に生じることの効果は現在に起こることよりも(39) く 
割り引いて評価される。この割り引率が適用されると、温暖化など将来世代が 
被る恐れがある不利益は現在世代が享受する利益よりも(40)く評価されること 
から、地球環境問題の改善への糸口がなかなか得られない。 
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・ 将来の地球温暖化による被害を評価するためには、(41)を用いて現在価値 

を計算する必要がありますが、このときに大きな(41)が用いられると温暖化に 
よる被害が小さく評価されて現時点での温暖化への取り組みが甘くなる恐れが 
あるといえます。温暖化による将来世代の所得の減少が懸念される場合や、現 
在世代による将来世代の利他性向が(42)い場合には、小さな（場合によっては 
(43)の）割引率が用いられて、温暖化による将来の被害が大きく見積もられて温 
暖化対策が進む可能性も考えられます。 
 
(33)から(43)までの語群 － 同じ語句を 2 度用いることかがあります。 
 
1. 一様 2.大き 3.気候変動 4.将来予測 5.条約 6.小さ 7.中長期的趨勢  
8.負 9.不均等性 0.割引率 
   
 
(44)から(53)までの文章 
 
途上国において実施される温暖化対策は国際的な(44)としての性格をもつとと 
もに、その便益は先進国にも及ぶ。ただし、途上国には温暖化対策を実行する 
技術と資金をもたないことから、ＯＤＡや(45)といった枠組みを用いて、先進国 
が途上国の温暖化対策を促進するように働きかけることと思われる。 
 
 
問い 地球温暖化防止のために各国が取り組む(46)などが及ぼす効果を述べな

さい。 
  
答え ある 1 国の自動車市場に(46)が採用され，CO2排出量の少ない車種に対 
する低税率の適用がCO2排出量の大きな車種への高い税率によって賄われる場 
合，増税の対象となる車種を製造する自動車会社は増税される税額を負担しな 
ければならない．この財源を負担するのは(46)を実施する国の自動車会社だけで 
なく，その国の自動車の市場に製品を供給する企業に関して，この条件に該当 
する企業はその(47)に関わらず財源を負担しなければならない．財源を負担する 
企業が他国の企業の場合，その利益が減少することによって，国民所得に悪影 
響が生じることが懸念される． 
 
問い 国際的な地球温暖化防止のための協定と自発的な取組みの関係を具体的
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な例を用いて述べなさい。 
 
  答え地球温暖化防止を図るため，(48)が締結され，(49)が開催されてきている 
が，第 3 回(49)で採択された京都議定書からアメリカが脱退することを表明した 
がロシアの条約の批准で議定書が 2005 年に発効した。(49)は第 17 約束期間 
(2008年～2012年)に関する先進国での温室効果ガスの削減義務は定められてい 
るが、2013 年以降の枠組みは 2005 年のモントリオールでの(50)から議論が開 
始された。2006 年にナイロビで 2007 年にインドネシアのバリ島で 2008 年に 
はポーランドのボスニアで開催された。2008 年に北海道の洞爺湖で開催され 
た G8(先進主要 8 カ国)では、「2050 年までに世界全体で温室効果ガスを 50 パ 
ーセント削減する」ことが合意されているが、この内容は COP14 では合意さ 
れなかった。(49)の一連の会議では、約束期間後に温室効果ガスを効果的に 
削減するために米国の枠組みへの復帰や途上国の貢献が模索されている。 
多国籍企業の活動に代表される経済の(51)は企業の競争の波を全世界に広め 

る役割を果たす。経済活動の自由化や規制緩和は企業にこれまで以上により大

きな競争の中で生き残ることを求める。企業活動によってもたらされる社会と

環境に関する問題は国境を超えて地球的な規模で論じられなければならない。

法制度、政府の規制や習慣・文化が異なる諸国で企業活動が円滑に進むために

は、企業は(52)を果たして、各地域社会の住民から快く受け入れられなければ

ならない。いいかえると、企業活動の継続ためには、企業は利潤を追求しなけ

ればならないが、生産活動の前提として、(53)との信頼関係を良好に保つこと

が不可欠である。そのためにも、企業は、(52)の名の下に、(44)、外部不経済へ

の対応として、環境、地域貢献さらに雇用の確保など地域活性化に取り組まな

ければならない。この企業による(52)活動は企業にとってリスク回避に役立つ

と期待される。 
 
 (44)から(53)までの語群 
1. 外部経済 2. COPMOP1(第 1 回議定書締結国会議) 3.グリーン税制 4. ク 
リーン開発メカニズム（CDM）  5.国籍  6.グローバル化 7.締約国会議(COP) 
8. 社会的責任(Corporate Social Responsibility: CSR)  9. ステークホルダー 
0. 気候変動枠組条約 
 
 消費者は市場で価格という対価を支払って財・サービスを入手するが、実際 
に支払う価格と支払ってもよいと思う評価の間には余剰という概念で示される 
乖離が存在する。例えば、個人が 1000 円の貨幣だけを所有していると仮定し、 
この個人は 1000 円と 10 単位の消費財または公共財と 400 円の貨幣の組合せが 
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無差別であるとします。支払い意思額（WTP）と受取り意思額（WTA）の 
２つの意思額は、経済的な取引において、市場価格に基づいて支払われる金額 
とは別に余剰が存在することを意味している。この余剰を実際に測定するため 
の手法が費用便益分析で開発されている。個人から支払い意思額を求める手法 
は(55)と呼ばれている。 

 
問い このときの受け取り意思額(WTA)または支払い意思額(WTP)はいくら

ですか。その番号を答えなさい。 
 (54) 1.  200 円 2. 300 円 3. 400 円 4. 500 円 5. 600 円 6. 

700 円 
 
問い(55)に該当する用語を選んでこの番号を答えなさい。 
 1． 割引率 2. オプション価値 ３．ヘドニック法 4. 仮想的評価法

(CVM) 5.感度分析 7．費用効果分析 
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